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１．はじめに
　平成19年の新健康フロンティア戦略（介護予防対
策）1）では，骨折予防および膝痛・腰痛対策といっ
た運動器疾患対策が重要視され，運動器の機能向上
サービスが高齢者の自立支援のベースになるとされ
ている．超高齢化社会に伴い，介護予防の必要性か
ら近年，高齢者を対象とする運動介入の研究が数
多く実施されており2-7），高齢者でも運動により身
体機能の回復・向上が期待できると報告されてい 
る2-5，8-10）．本研究対象である通所リハビリテーショ
ン（以下，デイケア）では，要介護高齢者に対す
る身体機能低下の予防および改善が課題である 
が11-13），主要プログラムである運動器機能訓練（以
下，機能訓練）においては，それに対する自主性が
運動の効果および運動量の確保に影響すると考えら
れる11,14）．
　デイケアでのリハビリテーションには，理学療法
士や作業療法士，言語聴覚士といったセラピストに
よる個別リハビリテーションの時間が加算サービス
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として実施されているが，提供できる時間には限界
がある．そのため，運動習慣のない要介護高齢者が
自主的に取り組みやすいリハビリテーション機器を
導入する施設が少なくない．高齢者を対象とした機
器を用いた介入研究は多いが15-19）, 利用者が主体的
に利用している機器，またはその選定に関する調査
研究は少ない．そこで，デイケアにおけるリハビリ
テーション機器使用率から要介護高齢者が主体的に
活用するリハビリテーション機器に関する考察を
行ったので報告する．

２．方法
２. １　対象
　対象は，香川県のデイケア H を利用中の要介護
高齢者87名（男性37名：75.6±8.8歳，女性50名：
79.9±7.6歳）であった．リハビリテーション機器使
用に関しては，リハビリテーション実施計画書を作
成し，機器の使用方法を指導後，利用時間内に自由
に利用できるものとした．また，利用者個人ごとに
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運動強度を設定し，記録用紙をバインダーに挟み提
示した．対象者の属性および平均施設利用回数をそ
れぞれ表1，表2に示した．
　対象者の施設内移動における福祉用具の使用状況
は，非使用者が57.5%，T字杖使用者が27.6%，四点
杖使用者が3.4%，四輪歩行器使用者が2.3%，前輪型
歩行器使用者が1.1%，シルバーカー使用者が2.3%，
自走用標準型車椅子使用者が5.7% であった．

２. ２　評価項目および解析方法
　評価項目のリハビリテーション機器は，アップ
ライト型自転車エルゴメーター（以下，UB，EC-
MD100，Cateye），リカンベント型自転車エルゴメー
ター（以下，RB，リカンベントバイク EC3500，
Cateye），上下肢エルゴメーター（以下，NS，
NUSTEP，Senoh），トレッドミル（以下，TM，ヘ
ルスジョガーリハおよび95T ベーシック，NIHON 
MEDIX）の4種目を有酸素性運動機器とし，チェス
トプレス（以下，CP，OG技研社），ローイング（以下，
SR，OG 技研社），トーソ エクステンション・フレ
クション（以下，Tef，OG技研社），ヒップ アダクショ
ン・アブダクション（以下，HA，OG技研社），レッ

グエクステンション（以下，LE，ミナト医科学社），
レッグプレス（以下，LP，OG 技研社）の6種目を
筋力トレーニング機器とした．有酸素性運動機器は
すべてデジタル表示の画面で設定するものであり，
筋力トレーニング機器は，CPが上肢を作用筋とし，
SR，Tef，HA は体幹を作用筋とし，LE，LP は下
肢を作用筋とする機器であり，LE 以外はすべてア
ナログの表示設定であり，LE のみデジタル表示設
定であった．それらリハビリテーション機器10種目
の特徴を表4に示した．
　機能訓練として機器を用いた運動を習慣的に実施
しているものは「1」，未実施のものは「0」として
クロス集計を行った．本研究では，対象者における
週当たりの利用回数が異なるため，週あたり2回以
上利用の者は週あたりの利用回数の半分以上とし，
週あたり1回の利用の者は毎回使用している機器を
習慣的利用として集計した．また，男女間および
福祉用具非使用者と使用者間における機器使用比率
の検定にはχ2検定を用いた．統計処理はすべて，
Excel（Office 2010 for windows ,Microsoft 社）を
用いて行い，有意水準は5%未満とした．

表３　施設内移動における福祉用具の使用状況

表４　リハビリテーション機器の概要
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３．結果
　男女間の機器使用率に関して，10種目中8種目
（UB，RB，NS，CP，SR，Tef，HA，LE） に お
いて，女性が男性よりも有意に高い使用率を示した

（p<0.05）．また，有意差を認めなかった2種目（TM，
LP）も，女性が男性よりも高い使用率を示した（表5）．
　機器使用率の上位3つは，全対象において，LE
（71.3％），LP（71.3％），SR（67.8％）であった．
男性においては，LP（62.2%），LE（56.8％），CP

（51.4％）であり，女性では，SR（82.0％），LE（82.0%），
LP（78.0％）であった． 
　施設内移動における福祉用具非使用者と使用者に
おける機器使用率の関係は，10種目中5種目（UB，
RB，TM，CP，SR）において，非使用者が使用者
よりも有意に高い使用率を示した（p<0.05）．また，
残りの5種目（NS，Tef，HA，LE，LP）も非使用
者が使用者よりも高い使用率を示した（表6）．

４．考察
　男女間の機器使用率から，女性は男性と比べて，
筋力トレーニング機器において，上肢・体幹・下肢
を使用する機器を満遍なく利用する特徴を認めた．
これは，特定の肢体のみの機能向上を図らず，全身
運動を行うことで身体の協調性を高めることを目的
としたのではないかと考えられる．男性においては，
下肢を作用筋とする機器の使用率が高いことから，
運動器機能の中でも特に下肢筋力の向上を期待して
いる結果であり，先行研究20）と同様，歩行の安定
を図る意志によるものと推察される．そのため，上
肢や体幹を作用筋とする筋力トレーニング機器にお
いて，上下肢エルゴメーターのような下肢も同時に
作用筋として活用する機器であれば男性の使用率も
さらに高まるのではないかと考える．男女に共通し
て使用率の高値を示した機器は，SR・LE・LP で
あり，設定が簡単で機器への移乗を行い易い機器で
あった．LE においては，デジタル表示であるが，
表示画面も大きく運動負荷設定や移乗も行い易いた
め使用率が高値を示したと考えられる．それに反し
て，デジタル表示のため画面が小さく見えづらく，
運動負荷設定が複雑な有酸素性運動機器の機器は，
筋力トレーニング機器よりも使用率が低値であった
と考えられる．有酸素性運動機器も表示画面の拡大
やの負荷設定の簡易化が可能になれば，使用率が増
えるのではないかと推察される． 
　施設内移動における福祉用具非使用者と使用者と
のリハビリテーション機器使用率の結果，有酸素性
運動機器において，UB，RB，TM において有意な
差を認めたことについて，有意な差を認めなかった

NS が，上下肢を連動して動かす運動様式であり，
移乗や負荷設定も容易に行うことが可能であったた
め，使用者も非使用者と同様に使用できたと考えら
れる．筋力トレーニング機器において，CP と SR
といった上肢を使用する機器の使用率のみに有意な
差を認めたことについて，福祉用具使用者の約40%
に脳血管疾患の既往歴があり，後遺症による上肢の
不自由さが影響しているものと推察される．要介護
の原因として，脳血管疾患が最も多いため21），デイ
ケア等でのリハビリテーション機器においては，不
自由な四肢でも簡易に移乗および操作ができる機器
が望ましいと考えられる． 
　当施設で設置している筋力トレーニング機
器はすべて，包括的高齢者運動トレーニング
（Comprehensive Geriatric Training :以 下，CGT）22）

機器であった．CGT 機器は，すべてが50％以上の
使用率があり，男女間に使用率に差があるものの，
リハビリテーション機器として要介護高齢者に有酸
素性運動機器よりも使用されていることが分かっ
た．しかし，谷ら23）は，運動器機能の向上を目的

表５　男女間における機器使用率の比較

表６�　施設内移動における福祉用具非使用者，使用者
間における機器使用比率の比較
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としたデイケアにおいて，筋力トレーニングだけで
なく，有酸素性運動機器も併用した機能訓練が望ま
しいとしている．そのため，機能訓練として有酸素
性運動機器の使用率が，筋力トレーニング機器の使
用率と同等の使用率まで向上することで機能訓練の
効果をより期待できるのではないかと推察される．
また，施設内移動における福祉用具使用者は，非使
用者よりもリハビリテーション機器10種目すべてに
おいて使用率が低値を示したことから，福祉用具非
使用者の使用率が全体の使用率に大きく影響してお
り，福祉用具使用者が利用しやすい工夫がなされる
ことが，機器を利用した機能訓練の増加に関与する

と推察される．
　今後，利用日数や身体状況を考慮して，主体的に
使用している機器による身体機能や心理面の変化を
調査していくことが課題であると考える．

５．まとめ
　自立支援のための運動機器として選択されるリハ
ビリテーション機器は，身体機能に障がいがある者
でも移乗や設定・実施が簡易に行うことができるも
のが望まれる．安全かつ効果的で簡易に利用できる
リハビリテーション機器の開発が，介護予防事業に
おける課題の一つであると考えられる．
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